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　平成26年度一般会計及び特別会計の決算が第３回定例議会で認定されまし
た。一般会計及び特別会計の歳入総額は16億270万6千円、歳出総額15億2,964
万8千円でした。

（単位：千円）

対前年比
H26決算額区        分

増 減 率増 減 額

4.02,67870,175村 税

△ 4.9△ 57411,172地 方 譲 与 税

△ 2.6△ 274利 子 割 交 付 金

23.01,3987,486地方消費税交付金

△ 9.5△ 6015,722ゴルフ場利用税交付金

△ 64.1△ 2,1071,182自動車取得税交付金

54.857161地方特例交付金

84.296210配 当 割 交 付 金

△ 17.9△ 35160株式等譲渡所得割交付金

△ 6.0△ 43,965688,434地 方 交 付 税

△ 1.6△ 422,569分担金及び負担金

2.71,46956,654使用料及び手数料

43.515,42850,863国 庫 支 出 金

37.023,84288,208県 支 出 金

27.13,44616,184財 産 収 入

125.27661,378寄 附 金

37.85632,052繰 入 金

61.231,13282,024繰 越 金

17.95,24134,523諸 収 入

144.826,50044,800村 債

5.965,2901,164,031合 計

一般会計 歳入総額 11億6,403万1千円

歳入総額
11億6,403万1千円

村税
6.0％ 

使用料及び手数料
　4.9％

使用料及び手数料
　4.9％

財産収入　1.4％

寄附金　0.1％

分担金及び
負担金　0.2％

地方譲与税　1.0％

利子割交付金　0.0％

地方消費税交付金　   0.6％ ゴルフ場利用税
交付金0.5％

自動車取得税
交付金0.1％

地方特例交付金　 0.0％
配当割交付金　 0.0％

株式等譲渡所得割交付金　 0.0％

地方交付税　59.1％

国庫支出金  　4.4％国庫支出金  　4.4％

県支出金
7.6％

村債
3.8％

自主財源
　2億6,555万9千円
　　　　　　　　23％

自主財源
　2億6,555万9千円
　　　　　　　　23％

依存財源
8億9,847万2千円　77％

依存財源
8億9,847万2千円　77％

繰入金　0.2％
繰越金
7.1％

諸収入　3.0％

（増減額　単位：千円）主な増減の要因
主　な　要　因増減額区　    分

固定資産税　2,724、償却資産増2,678村 税

一般財源分　53、社会保障財源分　1,3451,398地方消費税交付金

自動車取得税交付金　△2,107、消費税増税による自動車販売台数減△ 2,107自動車取得税交付金

公共土木施設災害復旧負担金　2,067、地域経済活性化・雇用創出臨時交付金　11,927、臨時福祉給付金　4,45615,428国 庫 支 出 金

安心子ども基金補助金　3,499、鳥獣被害防止総合対策事業交付金　△10,998、林業再生総合対策事業補助金　14,35323,842県 支 出 金

一般寄附金　85、ふるさと寄附金　681766寄 附 金

過疎対策事業債　25,500、一般単独災害復旧事業債　1,00026,500村 債

（単位：千円）基金（貯金）残高
対前年比H26

決算額
会　　　計

増減率増減額

7.573,2381,052,278一 般 会 計

15.915,469112,569特 別 会 計

8.288,7071,164,847合 計

（単位：千円）村債（借金）残高
対前年比H25

決算額
H26
決算額

会　　　計
増減率増減額

△ 7.9△ 64,008807,548743,540一 般 会 計

△ 6.9△ 53,696781,804728,108特 別 会 計

△ 7.4△117,7041,589,3521,471,648合 計
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（単位：千円）

対前年比
H26決算額区        分

増 減 率増 減 額

1.528218,541議 会 費

16.731,050216,862総 務 費

8.110,711142,212民 生 費

30.330,406130,689衛 生 費

△ 4.7△ 58511,766労 働 費

△ 32.0△ 44,82795,311農 林 水 産 業 費

11.515,855153,300商 工 費

116.026,05848,527土 木 費

17.34,65431,618消 防 費

51.344,897132,438教 育 費

95.37,98216,357災 害 復 旧 費

△ 19.6△ 28,508117,071公 債 費

9.697,9751,114,692合 計

歳出総額
11億1,469万2千円

議会費　1.7％

総務費
19.5％

民生費
12.8％

衛生費
11.7％

労働費　1.1％

農林水産業費
8.5％

商工費
13.7％

土木費
4.3％

消防費　2.8％

教育費
11.9％

災害復旧費　1.5％

公債費
10.5％

（増減額　単位：千円）主な増減の要因
主　な　要　因増減額区        分

公会計管理データ作成業務委託　7,225、財調基金積立金　27,84731,050総 務 費
南部総合事務組合負担金　3,362、広域連合ごみ処理施設負担金　5,111、直診会計繰出金　8,99430,406衛 生 費
都市農村共生対流施設整備（旧JA店舗）　△18,398、鳥獣被害緊急総合対策事業補助金　△12,495、農業基盤整備促進事業　△8,530△ 44,827農 林 水 産 業 費
住宅建設費　18,939、道路点検委託　1,523、村道補修工事　1,02326,058土 木 費
体育館改修工事　18,900、教員住宅改修工事　14,574　臨時教員賃金　11,76144,897教 育 費
公共土木施設災害　1,193、農地・農業施設災害　1,027、林道災害　4,6947,982災 害 復 旧 費

目的別

（単位：千円）

対前年比
H26決算額区        分

増 減 率増 減 額

3.75,046139,723人 件 費

14.638,537302,295物 件 費

23.61,8289,573維 持 費

7.92,08128,529扶 助 費

21.921,785121,441補 助 費 等

△ 19.6△ 28,508117,071公 債 費

61.628,70175,290積 立 金

18.825,349160,387繰 出 金

4.42205,260投資及び出資金・貸付金

△ 3.5△ 5,046138,766普通建設事業費

95.37,98216,357災害復旧事業費

9.697,9751,114,692合 計

性質別 災害復旧事業費　1.5％

人件費
12.4％

経常的経費
9億5956万9千円

85.1％

投資的経費
1億5,512万3千円
14.9％

投資的経費
1億5,512万3千円
14.9％

物件費
27.1％

扶助費
2.6％

維持費
0.9％

公債費
10.5％

補助費
10.9％

積立金
6.8％

繰出金
14.4％

投資及び出資金・
貸付金 0.5％ 普通建設事業費

12.4％
普通建設事業費

12.4％

歳出総額
11億1,469万2千円

一般会計　歳出総額　11億1,469万2千円
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（単位：千円）

歳　　出歳　　入

会　　計　　名 対前年比
H26決算額

対前年比
H26決算額

増減率増減額増減率増減額

9.697,9761,114,6935.965,2911,164,032一 般 会 計

15.414,323107,52315.315,708118,492国 民 健 康 保 険 特 別 会 計特

別

会

計

1.783549,9777.23,77356,343直 営 診 療 所 特 別 会 計

△ 26.0△ 23,00765,337△ 28.2△ 25,63665,338水 道 事 業 特 別 会 計

13.71,1159,24313.71,1159,243後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

7.42,79840,3757.42,79540,376下 水 道 事 業 特 別 会 計

2.22,206104,1852.72,844109,144介 護 保 険 特 別 会 計

0.935838,3151.871939,738介 護 サ ー ビ ス 特 別 会 計

6.796,6041,529,648466,6091,602,706合　　　　　　　計

会　計　別　決　算

（単位：％・千円）

説　　明H25決算額H26決算額項　　　目

この数値が１に近いか１を超えるほど財政力が強いと見る。※前３年平均0.1010.096財政力指数

一般的に黒字額は、標準財政規模の３～５％が望ましい。10.044.87実質収支比率

財政構造の弾力性を判断する指数、通常70％程度に収まることが妥当。76.8079.30経常収支比率

標準的行政水準を維持するために必要な経費に見合う財源。742,316700,775標準財政規模

財 政 指 標 状 況

財政再生
基　　準

早期健全化
基　　　準

説　　　明比　率指　　　標

20.0%15.0%
一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対す
る比率

―実 質 赤 字 比 率

40.0%20.0%
一般会計、国民健康保険・上下水道等の特別
会計、全ての会計を対象とした実質赤字の標
準財政規模に対する比率

―連結実質赤字比率

35.0%25.0%
標準財政規模に対して、一般会計や上下水道
等の公営企業会計、全ての会計が負担する実
質的な公債費（元利償還金）の比率

12.26%実 質 公 債 費 比 率

―350.0%
一般会計等が、将来負担すべき実質的な負債
（上下水道等の公営企業会計を含む）の標準
財政規模に対する比率

―将 来 負 担 比 率

財政健全化判断比率

経営健全化基準下水道事業特別会計簡易水道特別会計指　　　標

20.0――資金不足比率

※実質赤字比率、連結実質赤字比率について、それぞれ赤字額がありませんでした。

※両会計とも資金不足額がありませんでした。
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狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭
狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭狭

議

会

だ

よ

議

会

だ

よ

りり

条

例

報

告

①
損
害
賠
償
の
額
を
定
め
和
解
す

る
こ
と
に
つ
い
て

　
（
村
道
の
段
差
に
よ
る
自
動
車
故

障
に
対
す
る
賠
償
）

②
平
成　

年
度
売
木
村
一
般
会
計

２７

補
正
予
算
（
第
３
号
）に
つ
い
て

　
（
損
害
賠
償
金
１
０
０
万
円
）

③
平
成　

年
度
国
民
健
康
保
険
特

２７

別
会
計
（
事
業
勘
定
）
補
正
予

算
（
第
２
号
）
に
つ
い
て

　
（
国
庫
負
担
金
等
返
納
金　

万
９３

３
千
円
）

④
平
成　

年
度
売
木
村
介
護
保
険

２７

特
別
会
計
（
保
険
事
業
勘
定
）

補
正
予
算
（
第
２
号
）に
つ
い
て

　
（
支
払
基
金
交
付
金
返
納
金　
２４

万
２
千
円
）

⑤
平
成　

年
度
決
算
に
係
る
健
全

２６

化
判
断
比
率
等
の
報
告
に
つ
い

て

及
び
延
滞
金
徴
収
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ

い
て

　
（
督
促
手
数
料
及
び
延
滞
金
に
つ

い
て
売
木
村
税
条
例
の
規
定
を

準
用
す
る
）

⑤
売
木
村
国
民
健
康
保
険
直
営
診

療
所
使
用
料
徴
収
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ

い
て

　
（
督
促
手
数
料
及
び
延
滞
金
に
つ

い
て
税
外
収
入
金
に
対
す
る
手

数
料
及
び
延
滞
金
徴
収
条
例
の

規
定
を
準
用
す
る
）

⑥
売
木
村
簡
易
水
道
給
水
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

に
つ
い
て

　
（
延
滞
金
に
つ
い
て
税
外
収
入
金

に
対
す
る
手
数
料
及
び
延
滞
金

徴
収
条
例
の
規
定
を
準
用
す
る
）

⑦
売
木
村
消
防
団
員
等
公
務
災
害

補
償
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　
（
特
殊
公
務
災
害
に
係
る
加
算
部

分
に
つ
い
て
被
用
者
年
金
制
度

の
一
元
化
法
の
施
行
に
よ
り
、

減
額
対
象
と
な
ら
な
い
よ
う
特

殊
災
害
加
算
分
を
割
り
戻
し
た

調
整
率
を
使
用
す
る
）

売
木
村
議
会
定
例
会

選

挙

　

平
成　

年
第
三
回
売
木
村
議
会

２７

定
例
会
が
９
月　

日
か
ら　

日
ま

１７

３０

で
の　

日
間
の
会
期
と
し
て
開
会

１４

さ
れ
ま
し
た
。
付
議
事
件　

件
が

３４

上
程
さ
れ
、
全
議
案
原
案
ど
お
り

可
決
・
認
定
・
同
意
さ
れ
ま
し
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

平
成　

年
度
一
般
会
計
、
特
別

２６

会
計
（
７
会
計
）
の
決
算
に
つ
い

て
は
い
ず
れ
も
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

決
算
内
容
は
Ｐ
２
～
４
の
と
お
り

で
す
。

充
員
の
選
挙
に
つ
い
て

　

次
の
方
々
が
当
選
さ
れ
ま
し
た
。

　

選
挙
管
理
委
員

　
　
　

鹿
島
康
裕
さ
ん

　
　
　

伊
東
直
子
さ
ん

　
　
　

松
村
久
登
さ
ん

　
　
　

大
波
淳
志
さ
ん

　

補
充
員

　
　

①
田
島
利
文
さ
ん

　
　

②
大
塲
満
朗
さ
ん

　
　

③
小
野
田
し
げ
子
さ
ん

　
　

④
松
澤
貴
博
さ
ん

　

※
○
数
字
は
補
充
の
順
序
で
す
。

請

願

①
教
育
委
員
会
委
員
任
命
に
つ
き

同
意
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て　

　
　
（
藤
沢
良
仁
さ
ん
）

①
副
議
長
の
選
挙
に
つ
い
て

　

佐
々
木
登
美
子
議
員
が
当
選
さ

れ
ま
し
た
。

②
売
木
村
選
挙
管
理
委
員
及
び
補

①
売
木
村
個
人
情
報
保
護
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

に
つ
い
て

　
（
番
号
法
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制

度
）
の
施
行
に
伴
い
村
が
保
有

す
る
個
人
番
号
の
内
容
を
含
む

個
人
情
報
に
つ
い
て
、
利
用
の

制
限
等
に
関
し
規
定
す
る
。）

②
売
木
村
手
数
料
徴
収
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に

つ
い
て

　
（
番
号
法
の
施
行
に
伴
い
、
個

人
番
号
カ
ー
ド
の
再
交
付
手
数

料
を
１
件
に
つ
き
８
０
０
円
、

通
知
カ
ー
ド
の
再
交
付
手
数
料

を
１
件
に
つ
き
５
０
０
円
と
定

め
る
）

③
売
木
村
資
金
積
立
基
金
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

に
つ
い
て

　
（
地
域
お
こ
し
協
力
隊
が
定
住
す

る
た
め
に
、
空
き
家
等
を
利
用

す
る
場
合
の
修
繕
費
を
目
的
と

し
た
寄
付
金
が
あ
り
、
目
的
基

金
と
し
て
基
金
を
創
設
す
る
）

④
税
外
収
入
金
に
対
す
る
手
数
料

①
複
式
学
級
の
編
成
基
準
の
改
善
、

教
員
定
数
増
を
求
め
る
意
見
書
提

出
に
関
す
る
請
願
書
に
つ
い
て

決
算
認
定

②
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の

堅
持
を
求
め
る
請
願
書
に
つ
い

て

人

事
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①
平
成　

年
度
売
木
村
一
般
会
計

２７

補
正
予
算（
第
４
号
）に
つ
い
て

　
（
６
２
、７
９
４
千
円
増
額
）（
簡

易
住
宅
法
面
修
復
工
事
６
、９

１
２
千
円
、観
光
施
設
リ
ニ
ュ
ー

ア
ル
事
業
１
１
、３
２
９
千
円
、

除
雪
機
械
車
庫
移
転
工
事
５
、

２
９
２
千
円
、減
債
基
金
積
立

金
１
７
、１
０
０
千
円
ほ
か
追

加
）

②
平
成　

年
度
売
木
村
国
民
健
康

２７

保
険
特
別
会
計
（
事
業
勘
定
）

補
正
予
算
（
第
３
号
）
に
つ
い

て
（
１
２
、４
７
５
千
円
増
額
）

（
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
７
０

２
千
円
、
介
護
納
付
金
１
０
３

千
円
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金

７
、７
５
７
千
円
ほ
か
）

③
平
成　

年
度
売
木
村
国
民
健
康

２７

保
険
特
別
会
計
（
直
診
勘
定
）

補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
つ
い

て
（
３
６
５
千
円
増
額
）（
繰

越
金
ほ
か
）

④
平
成　

年
度
売
木
村
介
護
保
険

２７

特
別
会
計
（
保
険
事
業
勘
定
）

補
正
予
算
（
第
３
号
）
に
つ
い

て（
１
９
、６
８
９
千
円
千
円
増

額
）（
給
付
費
の
増
額
ほ
か
）

⑤
平
成　

年
度
売
木
村
介
護
保
険

２７

特
別
会
計
（
介
護
サ
ー
ビ
ス
事

業
勘
定
）
補
正
予
算
（
第
２
号
）

に
つ
い
て（　

千
円
減
額
）（
サ
ー

１４

ビ
ス
収
入
の
減
額
）

⑥
平
成　

年
度
売
木
村
簡
易
水
道

２７

特
別
会
計
補
正
予
算（
第
１
号
）

に
つ
い
て（
３
３
３
千
円
増
額
）

（
過
年
度
分
使
用
料
３
３
３
千

円
増
額
）

⑦
平
成　

年
度
売
木
村
下
水
道
事

２７

業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１

号
）に
つ
い
て（
２
１
、９
６
７

千
円
増
額
）（
省
エ
ネ
技
術
導
入

事
業
（
ポ
ン
プ
入
替
２
１
、３
８

４
千
円
ほ
か
増
額
）
）

①
売
木
村
議
会
会
議
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
規
則
の
制
定
に
つ

い
て
（
出
産
の
場
合
の
欠
席
届

出
に
つ
い
て
規
定
）

②
売
木
村
議
会
傍
聴
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
規
則
の
制
定
に
つ

い
て
（
議
会
の
傍
聴
席
に
持
ち

込
む
こ
と
を
禁
止
し
て
い
る
杖

に
つ
い
て
削
除
す
る
）

③
複
式
学
級
の
編
成
基
準
の
改
善
、

教
職
員
定
数
増
を
求
め
る
意
見

書
に
つ
い
て

④
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の

堅
持
を
求
め
る
意
見
書

※
意
見
書
２
件
に
つ
い
て
は
、
国

の
関
係
機
関
に
９
月　

日
付
け

３０

送
付
し
ま
し
た
。）

７
番　

松
村
尚
重
議
員

①
君
の
椅
子
事
業
は
い
つ
ま
で
参

加
す
る
か
。
村
の
桧
を
利
用
す

る
考
え
は
な
い
か
。
少
子
高
齢

化
、
教
育
、
福
祉
、
医
療
、
公

共
施
設
Ｕ
Ⅰ
タ
ー
ン
等
々
の
山

積
し
て
い
る
問
題
を
今
後
ど
の

よ
う
に
し
て
い
く
の
か
、
村
長

の
考
え
を
お
聞
き
し
た
い
。

村
長
答
弁

　

君
の
椅
子
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立

ち
上
げ
た
人
は
、
戦
後
の
混
乱
や

物
資
の
乏
し
い
時
代
を
耐
え
忍
び

な
が
ら
、
心
に
夢
見
た
こ
と
は
、

経
済
発
展
の
時
代
を
経
て
、
ほ
と

ん
ど
の
願
い
が
か
な
い
、「
向
こ
う

三
軒
両
隣
」
の
関
係
性
が
薄
れ
る

中
で
、
新
し
い
生
命
の
誕
生
と
い

う
奇
跡
の
よ
う
な
喜
び
を
と
も
に

分
か
ち
合
え
る
地
域
社
会
を
も
う

一
度
取
り
戻
し
た
い
。
新
し
い
生

命
は
家
族
に
と
っ
て
こ
の
上
も
な

い
宝
で
あ
り
、
地
域
社
会
に
と
っ

て
も
か
け
が
え
の
な
い
財
産
で
も

あ
る
と
。「
子
ど
も
の
声
明
を
慈
し

む
」
こ
と
は
、
県
境
、
国
境
を
超

え
た
世
界
共
通
の
願
い
で
あ
り
、

希
望
で
す
。
私
は
生
ま
れ
て
き
た

子
供
に
た
だ
椅
子
を
送
る
だ
け
の

事
業
で
あ
れ
ば
参
加
し
て
い
な
い

と
思
い
ま
す
が
、
こ
の
椅
子
に
込

め
ら
れ
た
思
い
は
、
き
っ
と
、
子

供
の
成
長
と
と
も
に
生
か
さ
れ
て

く
る
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。
長
く

続
け
る
こ
と
で
事
業
の
効
果
が
見

え
て
く
る
こ
と
で
あ
り
ま
す
。

　

ゆ
く
ゆ
く
は
、
売
木
ヒ
ノ
キ
も

使
っ
て
い
た
だ
け
る
よ
う
話
を
し

て
進
め
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
お

り
ま
す
。

　

次
に
諸
問
題
へ
の
取
り
組
み
に

つ
い
て
お
答
え
し
ま
す
。
日
本
の

急
速
な
少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少

に
歯
止
め
を
か
け
、
東
京
圏
へ
の

過
度
な
人
口
集
中
を
是
正
し
、
そ

れ
ぞ
れ
の
地
域
で
住
み
よ
い
環
境

を
確
保
し
て
、
将
来
に
わ
た
っ
て

活
力
あ
る
社
会
を
形
成
し
て
い
く

た
め
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
法
」
が
制
定
さ
れ
「
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
が

閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。
当
村
に

お
い
て
は
、昭
和　

年
の
人
口
１
、

３５

３
２
０
人
を
ピ
ー
ク
に
年
々
減
少

し
、
平
成　

年
１
月
１
日
現
在
の

２７

人
口
は
６
０
５
人
と
な
っ
て
お
り
、

今
後
も
減
少
し
高
齢
化
が
一
層
進

展
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
こ

の
た
め
、
人
口
の
減
少
の
克
服
、

地
域
経
済
の
発
展
、
活
力
あ
る
地

域
社
会
の
形
成
な
ど
が
急
務
の
課

題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

村
の
実
情
を
踏
ま
え
、
人
口
、

経
済
、
地
域
社
会
の
課
題
に
一
体

的
に
取
り
組
む
た
め
、「
売
木
村
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
」
の
策
定
作
業
を
し
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
。
地
域
の
主
体
性
、
自

主
性
を
発
揮
す
る
こ
れ
か
ら
の
村

づ
く
り
に
は
必
要
で
す
。
今
年
度

売
木
村
を
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
て
調

査
研
究
し
て
い
る
愛
知
大
学
、
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
人
H
a
n
a
M
i
c
h
i

の
調
査
も
取
り
入
れ
た
総
合
戦
略

に
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
が
育
っ
た
頃
は
、
高
度

成
長
期
で
親
の
世
代
か
ら
、こ
ん
な

と
こ
ろ
に
居
て
は
だ
め
だ
と
言
わ

れ
、外
へ
外
へ
の
時
代
で
し
た
。私

は
自
分
の
村
に
誇
り
が
持
て
る
、こ

ん
な
良
い
村
は
な
い
と
自
信
を
持
っ

て
言
え
る
村
で
な
く
て
は
な
ら
な

発

議

補
正
予
算

一
般
質
問
（
要
旨
）
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い
と
思
っ
て
い
ま
す
。
小
さ
く
て

も
活
気
の
あ
る
村
で
な
く
て
は
な

り
ま
せ
ん
。
引
き
続
き
Ｕ
Ｉ
タ
ー

ン
対
策
、外
部
人
材
の
活
用
等
積

極
的
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と

思
っ
て
い
ま
す
。
他
町
村
と
は
一
味

違
う
特
色
あ
る
村
づ
く
り
を
心
掛

け
た
い
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

６
番　

後
藤
和
彦
議
員

①
新
規
就
農
者
に
対
す
る
支
援
に

つ
い
て
、
小
規
模
で
収
入
の
上

が
る
ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
を
村
で

貸
出
し
、
一
定
期
間
経
過
し
た

後
に
譲
渡
で
き
る
支
援
対
策
を

実
施
し
て
は
ど
う
か
。

村
長
答
弁

　

Ｕ
タ
ー
ン
Ⅰ
タ
ー
ン
対
策
を
進

め
る
に
当
っ
て
働
く
場
所
の
確
保

と
収
入
源
の
確
保
は
重
要
な
と
こ

ろ
で
あ
り
ま
す
。
農
地
の
荒
廃
を

防
ぐ
た
め
に
も
新
規
就
農
者
を
は

じ
め
農
業
後
継
者
の
育
成
は
重
要

な
課
題
で
あ
り
ま
す
。
小
面
積
で

反
収
を
上
げ
る
に
は
施
設
園
芸
は

大
変
良
い
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。
以

前
か
ら
農
業
振
興
策
と
し
て
ト
マ

ト
栽
培
、
イ
チ
ゴ
栽
培
に
力
を
入

れ
て
お
り
ま
し
た
が
、
年
々
農
家

が
減
少
す
る
こ
と
は
村
に
と
っ
て

痛
手
で
あ
り
ま
す
。
村
で
は
以
前
、

ト
マ
ト
ハ
ウ
ス
の
養
液
土
耕
シ
ス

テ
ム
導
入
に
当
り
、
県
の
補
助
金

の
残
り
分
を
５
年
で
償
還
し
て
頂

き
、
払
い
下
げ
を
し
た
こ
と
も
あ

り
ま
す
。
平
成　

年
当
時
は
夏
収

１０

イ
チ
ゴ
導
入
の
際
も
パ
イ
プ
ハ
ウ

ス
に
対
す
る
補
助
を
実
施
し
た
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
阿
南
町
で
も
２

０
０
㎡
以
上
の
ハ
ウ
ス
に
対
し
て

使
用
開
始
か
ら
３
年
間
無
償
で
貸

与
し
、
農
業
者
の
育
成
を
図
り
な

が
ら
残
存
価
格
を
収
め
て
頂
き
払

い
下
げ
を
行
う
事
業
が
実
施
さ
れ

て
い
ま
す
。
今
後
、農
業
後
継
者
、

新
規
就
農
者
の
育
成
は
必
要
な
事

業
と
思
っ
て
お
り
、
農
業
政
策
全

般
の
中
で
よ
り
良
い
方
法
を
検
討

し
、
事
業
化
し
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

２
番　

松
村
冨
士
夫
議
員

①
村
道
栗
矢
沢
線
の
拡
幅
計
画
及

び
周
辺
施
設
の
整
備
計
画
に
つ

い
て
お
聞
き
し
た
い
。

村
長
答
弁

　

個
人
の
方
が
平
成　

年
５
月

３０

オ
ー
プ
ン
を
目
指
し
６
ヘ
ク
タ
ー

ル
に
モ
ミ
ジ
、
ド
ウ
ダ
ン
ツ
ツ
ジ

を
植
栽
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ

が
開
園
す
れ
ば
多
く
の
人
に
訪
れ

て
頂
け
る
の
で
、
村
道
の
改
良
を

お
願
い
し
た
い
と
言
う
こ
と
を
伺
っ

て
お
り
ま
し
た
。
村
と
し
て
も
観

光
資
源
と
し
て
誘
客
を
期
待
で
き

る
施
設
で
も
あ
り
ま
す
の
で
、
大

型
バ
ス
が
通
行
可
能
な
拡
幅
改
良

が
必
要
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

大
平
山
松
葉
線
を
起
点
と
し
て

瑞
穂
橋
を
通
過
す
る
方
向
で
、
平

成　

年
度
に
測
量
設
計
、
平
成　

２８

２９

年
度
か
ら
工
事
に
着
手
で
き
る
よ

う
に
、
県
に
要
望
を
提
出
し
た
と

こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。
８
月
に
は
県

の
現
地
調
査
も
行
わ
れ
ま
し
た
。
全

体
の
事
業
費
と
し
て
は
約
１
億
円

と
見
込
ま
れ
、　

年
度
末
に
は
工

３０

事
が
完
了
す
る
よ
う
予
算
要
望
を

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。
駐

車
場
や
ト
イ
レ
な
ど
周
辺
施
設
に

つ
い
て
は
、
村
が
や
る
べ
き
な
の

か
、
個
人
が
や
る
べ
き
な
の
か
検

討
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

議　

長　

後
藤　

文
登　

議
員

　

副
議
長　

佐
々
木
登
美
子
議
員

　

常
任
委
員
会
委
員
長

　
　
　
　
　

松
村
冨
士
夫　

議
員

　

常
任
委
員
会
副
委
員
長

　
　
　
　
　

松
村　

尚
重　

議
員

　

議
会
運
営
委
員
会
委
員
長

　
　
　
　
　

佐
々
木
登
美
子
議
員

　

議
会
運
営
委
員
会
副
委
員
長

　
　
　
　
　

松
村
冨
士
夫　

議
員

　

議
会
運
営
委
員

　
　
　
　
　

後
藤　

和
彦　

議
員

　
　
　
　
　

松
村　

尚
重　

議
員

　

下
伊
那
南
部
総
合
事
務
組
合
議
員

　
　
　
　
　

松
村
冨
士
夫
議
員

　
　
　
　
　

松
村
尚
重　

議
員

ふ
る
さ
と
寄
附
金
を

い
た
だ
き
ま
し
た

　

平
成　

年
７
月
か
ら
９
月
ま
で

２７

の
間
に
次
の
方
々
か
ら
ふ
る
さ
と

寄
附
金
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

寄
附
金
は
い
っ
た
ん
基
金
に
積

み
立
て
、
こ
れ
か
ら
の
村
づ
く
り

に
使
わ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

個
人
か
ら

清
水　

真
史　

様
（
刈
谷
市
）

清
水　

潤
子　

様
（
刈
谷
市
）

田
中　
　

等　

様
（
大
阪
市
）

田
中　

理
一　

様
（
桶
川
市
）

加
藤　
　

務　

様
（
豊
橋
市
）

金
子　

秀
彦　

様
（
浜
松
市
）

金
子　

悦
子　

様
（
浜
松
市
）

小
塚　

久
嗣　

様
（
東
郷
町
）

清
水　

良
信　

様
（
東
大
阪
市
）

生
方　

常
明　

様
（
横
浜
市
）

権
田　

勝
美　

様
（
豊
川
市
）

権
田　

博
子　

様
（
豊
川
市
）

小
平　

拓
史　

様
（
伊
那
市
）

法
人
か
ら

　

三
菱
重
工
業

　

株
式
会
社　

様
（
港
区
）

匿
名
希
望
の
方　
　

名
７１

　

お
名
前
の
公
表
を
希
望
さ
れ
な

い
方
も
お
見
え
に
な
り
ま
す
。
ご

了
承
く
だ
さ
い
。

　

ふ
る
さ
と
寄
附
金
の
合
計
額
は
、

７
８
０
万
１
千
２
百
円
に
な
り
ま

し
た
。

　

長
野
県
内
の
事
業
場
で
働
く
全

て
の
労
働
者
と
、
労
働
者
を
一
人

で
も
使
用
し
て
い
る
全
て
の
使
用

者
に
適
用
さ
れ
る
「
長
野
県
最
低

賃
金
」
が
、
平
成　

年　

月
１
日

２７

１０

か
ら
時
間
額
７
４
６
円
に
改
正
さ

れ
ま
し
た
。

　

こ
の
機
会
に
、
ぜ
ひ
賃
金
の
確

認
を
し
て
み
て
く
だ
さ
い
。

▼
お
問
合
せ
先

　

飯
田
労
働
基
準
監
督
署

　

☎
０
２
６
５−

２
２−

２
６
３
５

議
会
組
織
の
変
更

長
野
県
内
の
最
低
賃
金

の
お
知
ら
せ
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ICT交ICT交付付金（地金（地域情報通信基盤整備推進交付域情報通信基盤整備推進交付金金））の事後評価の事後評価
　平成21年度に、ICT交付金を活用し売木村ケーブルテレビのデジタル化を実施しました。その整備計画
の達成状況について評価しましたので、以下により公表します。

・事　業　名 地域情報通信基盤整備推進交付金事業
・事業完了日 平成２１年１０月１４日
・総事業費 ６３，１１３千円
・交付金額 ２１，０３７千円
・整備対象地域 売木村の全域
・事業の内容
　当村は長野県の南端に位置し、四方を山稜に囲まれた盆地地形であるため、元々テレビ放送の難視聴地
域であったが、平成９年度にケーブルテレビ施設を整備して難視聴を解消した。地上波テレビ放送のデジ
タル化に伴い、戸々の施設では視聴が不可能となるため、地上デジタル放送に対応した設備とすることが
必要であった。ケーブルテレビによるテレビ放送の再送信がない場合、それに代わるメディアが無いため
受信可能な市町村との情報格差は大きくなる。そのため、センター設備を地上デジタル対応とし、路線設
備をＨＦＣに改修することで地上デジタル放送を視聴できる環境を整備した。

・サービス開始日 平成２３年１０月１日
・サービス形態 公設公営
・契　約　先 ㈱日立国際電気　長野営業所
・評価及び課題
　当初計画における目標は達成できた。難視聴解消以外にも、村の情報提供により住民サービスの向上な
どの効果があったが、今後は高齢化による世帯数の減少に伴う加入者数の減少が懸念材料となっている。

実　　　　　績整備計画時の目標

H26
年末

H25
年末

H24
年末

H23
年末

H22
年末

最終初年度

271273273274269271336整備地域の世帯数

405399404320327405336加 入 世 帯 数

149.4 146.1 147.9 116.7 121.5 149.4 100.0 加 入 率 （ ％ ）
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岩倉地区において
　　　　　　防災訓練実施
　平成２７年９月８日、岩倉地区で防災訓練に向けた
打合せ会を開催しました。
　これは「地域特性に配慮した防災訓練」を実施
するために飯田建設事務所が主体となって行うも
ので、長野県総合５か年計画により平成２９年度ま
でに県内７７市町村で実施する目標が掲げられてい
ます。
　当日は地元の皆さん１５名が参加され、地区の防
災マップを作成するために、過去の災害や危険箇
所について話し合いました。土砂災害を想定した
岩倉地区の避難訓練は村の防災訓練に合わせて11月8日に実施しました。
　なお、来年度以降は、他の地区で実施する予定です。

地域活動助成事業
　宝くじの社会貢献広報事業である
「地域活動助成事業」を活用し、公
益財団法人長野県市町村振興協会よ
り宝くじの助成を受けて、消防水利
（消火栓）の標識を整備しました。

　叙 勲（旭日双光章）
　平成２７年秋の叙勲を松村博夫氏が受賞されました。
　略歴
　　売木村議会議員　２４年
　　売木村農業委員会委員　８年11月

　平成27年度
　電源立地地域対策交付金事業
　村道１３号長下岩倉線の大薙沢付近の防災工事が､平成
２７年度電源立地地域対策交付金を活用し、完了しまし
た。

回 回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回

回 回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回

回
回

回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
回
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　国民年金保険料は所得税法及び地方税法上、健康保険や厚生年金などの社会保険料を納めた場合と同様

に、社会保険料控除としてその年の課税所得から控除され、税額が軽減されます。

　控除の対象となるのは、平成27年1月から12月までに納められた保険料の全額です。過去の年度分や追

納された保険料も含まれます。

　また、ご自身の保険料だけではなく、配偶者やご家族（お子様等）の負担すべき国民年金保険料を支払っ

ている場合、その保険料も合わせて控除が受けられます。

　なお、平成27年中に納付した国民年金保険料について、社会保険料控除を受けるためには、年末調整や

確定申告を行うときに、領収証書など保険料を支払ったことを証明する書類の添付が必要となります。

　このため、平成27年1月1日から9月30日までの間に国民年金保険料を納付された方には、11月上旬に

日本年金機構から「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」が送られますので、申告書の提出の際には

必ずこの証明書または領収証書を添付してください。（平成27年10月1日から12月31日までの間に、今

年はじめて国民年金保険料を納められた方へは、翌年の2月上旬に送られます。）

　税法上とても有利な国民年金は、老後はもちろん不慮の事故など万一のときにも心強い味方となる制度で

す。保険料は納め忘れのないようキチンと納めましょう。

平成27年分　所得税青色申告決算説明会

対象所得会　場時　間日　付

営　業
不動産

阿南町商工会館13：30 ～ 15：0012月１日（火）

営　業
不動産

飯田商工会館
商店街交流ホール

10：00 ～ 11：3012月３日（木）

農　業
JAみなみ信州伊賀良支所
2階　第1会議室

10：00 ～11：3012月４日（金）

営　業
不動産

平谷村合同庁舎
3階会議室

13：30 ～ 15：0012月７日（月）

営　業
不動産

下條村商工会館13：30 ～ 15：0012月９日（水）

農　業
JAみなみ信州下條支所
多目的研修センター

13：30 ～ 15：3012月14日（月）


